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日本の大学からの特許出願
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日本の大学の共同研究数の増加
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産学官連携関連事業：効果の評価
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大学の研究水準など他の影響の除去方法

• 産学官連携事業の固有の効果をみるために、
 大学の規模や研究水準の影響などを排除する
 必要がある。

→
 

大学教員数、科研費獲金額などで制御
 （影響を取り除いて）して重回帰推計を行い偏
 回帰係数を算出

• 関係の強さ
 

→
 

偏回帰係数の算出

Y=β0
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事業採択の効果
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補助金額の効果
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特許出願数
国内特許出願数

①事業採択の影響：本部整備事業以降の累積的効果が大
 きい（偏回帰係数0.4近く）

②金額の影響：大きい（偏回帰係数0.5程度）

外国特許出願数
①事業採択の影響：戦略展開事業（国際）の影響が大きい

 （偏回帰係数0.3程度）

②支援金額の影響：国内特許出願数ほどではないが、影響
 は大きい（偏回帰係数0.3程度）

→
 

国内特許に比べると外国特許出願は直近の戦略展開
 事業の支援に大きく依存している。一方支援金額の影響
 は国内のほうが大きく見える。
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ライセンス収入
■ライセンス件数
①事業採択の影響：認められない
②金額の影響：認められない
■ライセンス金額
①事業採択の影響：有意ではないが戦略展開事業（国

 際）では0.1弱の偏回帰係数
②支援金額の影響：有意ではないが、0.1程度の偏回帰

 係数
→ ライセンスに関しては98年のTLO法以降、TLOに対

 して行われた補助事業の効果はここでは把握してい
 ない。金額ベースでは戦略展開事業の支援の効果が

 ある可能性がある
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ライセンス収入に関する補足資料
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研究者とのつながりの強さ適切なマーケティング重視活動の指数

■技術移転業務は高度なマネジメントが必要（そういう意味では基盤ができているとこ

 ろは、支援の効果はあまりなくなってきている）
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中小企業との共同研究
■共同研究数
①事業採択の影響：本部整備事業と戦略展開事業（特色）の

 影響が大きい（1％有意水準で偏回帰係数0.6と0.4）
②金額の影響：直近の戦略展開事業の金額の影響が大きい

 （1％有意水準で偏回帰係数0.3程度）

■共同研究金額
①事業採択の影響：5％有意水準で本部整備事業と戦略展開

 事業（特色）の影響がある（偏回帰係数0.1程度）

②支援金額の影響：有意ではないが偏回帰係数が正の値に
 なる傾向。

→本部整備事業の累積的効果によって、基盤的体制もある程
 度確立してきている面もあるが、直近の戦略展開事業（特

 色）に依存する面が大きい
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大企業との共同研究
■共同研究数
①事業採択の効果：本部整備事業の採択の影響が最も大き

 い（偏回帰係数0.25程度）
②金額の影響：偏回帰係数0.5程度で大きな影響がみられる

■共同研究金額
①事業採択の影響：偏回帰係数は0.1以下であるが、1％有

 意水準で影響がみられる。
②支援金額の影響：偏回帰係数0.3程度の顕著な影響がみ

 られる。
→大企業との共同研究実施の基盤は本部整備事業などの

 累積的効果である程度基盤が整備されてきている。一方
 支援金額規模によって件数等の積み増し効果がある可能
 性がある。
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ベンチャー企業へのライセンスの日米比較
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■ベンチャーへのライセンスが少ない

産学官連携基本戦略小委員会

 
2010.4.26

© Toshiya Watanabe 13



独占的通常実施権許諾の比率：日米比較
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■米国ではベンチャーに対する独占権付与の頻度が多い
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共同出願特許の比率

単独特許出願

共同特許出願

■日本の（国立）大学の出願の70％は企業との共同出願（米国では５％以下）
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日本企業の特許利用状況

ライセンス可能な特許

Source:  Questionnarie survey in 2008 by JPO   
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大学の特許管理が共同研究に及ぼす影響
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課題
• 国内特許や大企業との共同研究全般に関しては、従来から実

 施されてきた本部整備事業等の施策の累積的効果による基盤
 的体制整備が進んでいると考えられる。しかし成果の種類に

 よっては、基盤的体制がまだ未整備な部分も残されている。
• 特に外国特許出願や中小企業との共同研究推進に関しては

 直近の戦略展開事業に依存している面も大きく、当面支援継
 続が必要な状況である（基盤ができていない）。

• ライセンスに関しては、これらの支援施策の影響はあまり顕著
 でないが、ライセンス先が米国に比べてベンチャー企業が少な
 いなどの問題がある。

• また共同研究の成果としての共同出願が70％程度まで高く
 なっており日本固有の現象である。この共有特許のイノベー
 ションへの寄与が評価されるべきである。

• 大学知財管理の大企業・中小企業との共同研究に及ぼす影響
 は異なっており、それぞれのニーズに合った共同研究の仕組

 みを再検討する必要がある。
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大学からの特許出願数：日本と中国

■米国は制度の相違などで単純な比較はできないが2500件から3000件程度
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まとめ

• 産学官連携施策（大学知財本部整備事業および戦略典型事
 業）は、大学の特許出願や産学間の共同研究の件数や金額
 の増加に有意に貢献してきており、累積的効果で体制整備

 が定着しつつあるとみられる。
• しかし、外国特許出願や中小企業との連携は、戦略展開事

 業を中心とする直近の効果が大きく、当面支援の継続が望
 まれる。またベンチャー育成のためのライセンス方針や、企
 業の特性に合致した共同研究の仕組みなどにも課題がある。

• また件数や金額だけでなく、産学連携の成果の質を評価し、
 これを向上することは極めて重要であるが、中国の大学の急
 増する特許出願との比較を考えると、量的基盤のさらなる充

 実も必要である（大学から特許がさらに出やすくする制度の
 充実など→論文形式での出願制度の導入など）。
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